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目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

農業

種

支援ワンストップ相談

類

窓口事業

経済部　農水

ハ

産課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

13 市民の視点に立ち

ソ

、成果を重視した行政

フ

経営を展開するために

ト

行政改革の
01 市民の

根

視点に立ち、成果を重

拠

視した行政経営を展開

法

するために
位置付け

0

令

3 広域的な視点による

等

まちづくり

農業者

□ □

対

□ □ ＪＡ湘南、大磯町

象

、二宮町等

農業者の利

・

便性の向上を図るため

受

農業者の様々な相談等

益

を一か 一市二町の担当

者

者が集まり、農業支援

事

ワンストップ相談窓口

業

を
所で済ますことがで

期

きる農業支援ワンスト

間

ップ相談窓口をＪＡ 開

委

設する。
湘南経済セン

託

ターに設置する。

窓口

、

設置区分数 区分

サポー

協

トデスク、シーズンオ

働

フィス等の設置

2 2 2

【

2 2

2

相談件数 件

農業

委

支援ワンストップ相談

託

窓口で受け付けた相談

：

・申請件数

460 47

3

0 480 480 480

セ

513

①：予定どおり

ク

農業者の相談（４７件

・

）に対応するとともに

財

、各種制度の申請受付

団

（４６６件）を行いま

企

した。
申請相談の成果

業

として、利用権設定受

Ｎ

任契約件数の７件成立

Ｐ

などがあげられます。

Ｏ

Ａ：成果があがった
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位

相談窓口の設置、相談

施

窓口の設置、

業務内容

策

の検討、業務内容の検

へ

討、業務内容の検討、

の

業務内容の検討、業務

貢

内容の検討、

共通課題

献

の調整 共通課題の調整

高

共通課題の調整 共通課

市

題の調整 共通課題の調

民

整

0 0 0 0 0 0 0

0 0

満

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

足

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

度

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

を

0 0 0

－ － －

0.00

高

0.00 0.20 0.

め

22 0.20 0.20

る

0.20

0.00 0.

方

00 0.00 0.00

策

0.00 0.00 0.

業

00

0 0 1,621 1

有

,764 1,603 1

効

,603 1,603

0

性

0 1,621 1,76

継

4 1,603 1,60

続

3 1,603

● ○ ○ ○

に

○ ○ ○

各関係機関の連

よ

携をさらに深めること

る

により農業支援ワンス

成

トップ相談窓口の有効

果

性を周知させ、広く農

向

業経営の支援を行う体

上

制・機能の充実を図り

の

ます。

各関係機関の連

可

携をさらに深め、農業

能

支援ワンストップ相談

性

窓口の充実化を目指し

低

ます。

農業関係者に農

そ

業支援ワンストップ相

の

談窓口を周知する
とと

他

もに、関係機関との連

事

携を図り、農業者の経

業

営支援
を行う体制づく

の

りをさらに進めます。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

相談や要望の内容によ

出

って窓口が異なり、案

総

件によって
●□ は複数

合

の場所へ足を運ばなけ

評

ればならないという農

価

業者

■ の負担を軽減す

市

るために必要です。 ○

民

□
□ 相互に関連する農

ニ

業関連窓口を一か所で

ー

済ますことがで
●■ き

ズ

るため、農業者にとっ

高

ての利便性が向上し効

事

率的です

□ 。 ○
□
■ 農

業

業経営体からの相談や

目

要望等を総合的に受け

的

付け、関
○

□ 係機関が

の

一体となって対応でき

達

る体制を構築すること

成

で
●

□ 、各種農業振興

状

施策の促進と併せて農

況

業経営体の利便性
○

□

必

向上を図るために開設

要

しています。

□ 相互に

性

関連する農業関連窓口

市

を一か所で済ますこと

の

がで
○

□ きるため、農

関

業者にとっての利便性

与

が向上し、効率的で
●

の

□ す。
○

■

各関係機関

必

連携をさらに深めるこ

要

とで農業支援ワンスト

性

ップ相談窓口の有効性

低

を周知させることによ

事

り、広く農業経営の支

そ

援を
行う体制づくりを

の

目指します。

相談窓口

他

の設置、相談窓口の設

上

置、相談窓口の設置、
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展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ － Ａ：成果があがった

－ － ①：予定どおり

農業者の相談（４７件）に対応する
とともに、各種制度の申請受付（４
６６件）を行いました。
申請相談の成果として、利用権設定
受任契約件数の７件成立などがあげ
られます。

各関係機関連携をさらに深めること
で農業支援ワンストップ相談窓口の
有効性を周知させることにより、広
く農業経営の支援を行う体制づくり
を目指します。

新規 新規 現状の規模で継続

各関係機関の連携をさらに深め、農
業支援ワンストップ相談窓口の充実
化を目指します。

行政改

５

革事業 行政改革事業 行

.

政改革事業

事業展開の経緯

平成21年度事業分 平成22年度事業分 平成23年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への
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そ

業部会を３回実施しま

の

した。

Ａ：成果があが

他

った

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

消防

種

行政の広域連携推進事

類

業

消防本部　消防総務

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

3 市民の視点に立ち、

ソ

成果を重視した行政経

フ

営を展開するために
行

ト

政改革の
01 市民の視

根

点に立ち、成果を重視

拠

した行政経営を展開す

法

るために
位置付け

03

令

広域的な視点によるま

等

ちづくり

市民

□ □ □ □

対

　新たな枠組みによる

象

消防行政の広域連携が

・

進んでいます。 　平成

受

２７年度の新庁舎建設

益

に合わせた１市２町（

者

平塚市、大
磯町、二宮

事

町）による消防救急無

業

線（活動波）のデジタ

期

ル化の
共同整備や消防

間

指令業務の共同運用を

委

推進します。

消防行政

託

の広域連携に向けた進

、

捗度 ％

対象自治体との

協

広域連携の進捗度
平成

働

23年度：20％、平

【

成24年度：40％、

委

平成25年度：60％

託

、平成26年度：80

：

％、平成27年度：1

3

00％

20 40 60 8

セ

0 100

20

①：予定

ク

どおり

　消防救急無線

・

（活動波）のデジタル

財

化に必要な電波伝搬調

団

査を１市２町（平塚市

企

、大磯町、二宮町）共

業

同で実施しました。
　

Ｎ

また、１市２町の消防

Ｐ

指令業務の共同運用等

Ｏ

検討委員会を４回、作
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位

委員会及び作

業部会に

施

よる検討業部会による

策

検討業部会による検討

へ

業部会による検討業部

の

会による検討

電波伝搬

貢

調査共同 無線デジタル

献

化実無線デジタル化共

高

無線デジタル化共

実施

市

施設計共同実施 同整備

民

同整備

0 0 0 0 0 0 0

満

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

足

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

度

0

0 0 0 0 20,00

を

0 145,500 43

高

1,800

0 0 0 0 2

め

0,000 145,5

る

00 431,800

－

方

－ －

0.00 0.00

策

1.05 1.00 1.

業

00 1.00 1.00

有

0.00 0.00 0.

効

00 0.00 0.00

性

0.00 0.00

0 0

継

8,510 8,015

続

8,015 8,015

に

8,015

0 0 8,5

よ

10 8,015 28,

る

015 153,515

成

439,815

○ ● ○

果

○ ○ ○ ○

　１市２町消

向

防指令業務の共同運用

上

等検討委員会と作業部

の

会により指令業務の共

可

同運用や消防救急無線

能

（活動波）のデジタル

性

化
の共同整備について

低

検討します。

　指令業

そ

務共同運用に必要な消

の

防救急無線（活動波）

他

のデジタル化の実施設

事

計共同実施に向けたシ

業

ステム検討を行います

の

。

 検討委員会で実現

目

に向けた具体的検討を

的

進めます。
また、作業

､

部会を中心に導入する

対

システムや経費負担、

象

協議会方式での調整す

､

べき事項について調査

内

検討し実施
に向けた資

容

料を作成します。
 

分 高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

初動体制の充実強化等

出

災害から市民の安心安

総

全を図るた
●□ め、ま

合

た電波法審査基準の改

評

正による消防救急無線

価

（活

■ 動波）のデジタ

市

ル化に向けた整備のた

民

め必要です。 ○
□
□ 初

ニ

動体制の充実強化や消

ー

防救急無線（活動波）

ズ

のデジタ
●■ ル化によ

高

り無線交信時の個人情

事

報の保護が期待できま

業

す

□ 。 ○
□
■ 指令業務

目

の共同運用により指令

的

管制要員を現場活動要

の

員
○

□ へ効率的配置す

達

ることで初動体制の充

成

実強化が期待でき
●

■

状

ます。
○

□
□ 指令業務

況

の共同運用による指令

必

システムの整備費用や

要

指
●

■ 令管制業務に必

性

要な運用コストの削減

市

効果が期待できま
○

□

の

す。
○

□

　将来的な消

関

防組織の広域化を視野

与

に入れた消防救急無線

の

（活動波）のデジタル

必

化共同整備と指令業務

要

の共同運用について費

性

用
効果や人的効果、実

低

施方法、調整すべき事

事

項についての調査検討

そ

を進めます。

検討委員

の

会及び作検討委員会及

他

び作検討委員会及び作

上

検討委員会及び作検討
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展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ － Ａ：成果があがった

－ － ①：予定どおり

　消防救急無線（活動波）のデジタ
ル化に必要な電波伝搬調査を１市２
町（平塚市、大磯町、二宮町）共同
で実施しました。
　また、１市２町の消防指令業務の
共同運用等検討委員会を４回、作業
部会を３回実施しました。

将来的な消防組織の広域化を視野に 　将来的な消防組織の広域化を視野
入れた消防救急無線のデジタル化共 に入れた消防救急無線（活動波）の
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